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「ウエルネスタウンみつけ」分譲販売手法（共同集合住宅用地の活用）の検討について 

 

１．共同集合住宅用地の活用の検討結果について 

昨年度から検討を行った「ウエルネスタウン分譲販売手法」について、共同集合住宅用地の活用

の検討結果について報告する。 

下記のとおり、共同集合住宅の整備手法について比較検討した結果、民間事業による手法を最優

先と判断し、前回募集時からの社会環境の変化等を踏まえて、募集条件面の見直しの方向性を整

理した。令和７年度に民間事業者の公募条件をまとめ、令和８年度に事業者の再募集を行う。 
 

２．共同集合住宅整備の事業種類別の整備手法の比較 

    事業種類別に、他市の事例などをもとに市の負担や土地整備費回収の可能性等を整理した。 
 

事業の種類 公共事業 官民連携事業 民間事業 

用途例 公営住宅 
地域優良賃貸住宅（PFI）、 

公共による借上げ住宅 等 
集合住宅 

 

 

概 要 

 

 

・従来の公営住宅と同じ

仕組み 

・市が土地を無償で貸し付け ・民間事業者が市から

土地を購入又は借用 

・住宅建設、管理運営を

公共が実施 

・住宅建設、管理運営を民間事業者が実施 ・住宅建設、管理運営 

を民間事業者が実施 

・整備費のうち国の補

助以外は市負担 

・維持管理費は家賃収

入で一部回収 

・整備費は国補助金や民間資金(事業者は

家賃収入等で回収)を活用 

・維持管理費は家賃収入や国補助金で賄

うが不足分は市が負担 

・基本的には民間の赤字分は市が負担 

・独立採算で集合住宅

を整備・運営 

・事業期間 なし ・事業期間 一定の期間 ・事業期間 なし 

 

市
の
負
担 

イニシャル あり 

 

事業スキームによって異なる 

※但し、なしの場合もランニングで負担する

仕組み 

なし 

但し、条件によっては負担

の可能性あり 

ランニング あり あり なし 

但し、条件によっては負担

の可能性あり 

土地整備費の

回収 

不可 不可 可 

但し、条件によっては全額

回収は難しい 

市の管理等 施設所有 事業終了後の施設所有 施設所有なし 

管理必要 事業終了後の管理必要 管理不要 

上記の公共事業、官民連携事業の整備手法を選択した場合、 

①国の財源の活用などは可能であるが、イニシャル・ランニングコストを市が負担する必要あり 

②土地整備費の回収が不可能 

③(事業終了後)市が施設を所有する必要があり将来的な公共施設の増加につながる。 

⇒ 民間事業による手法を最優先とする。 

① 

③ 

② 
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３．民間事業による集合住宅整備の検討 

民間事業者へのヒアリング等により、集合住宅関連の動向を把握、前回公募条件の課題を整理

し、民間事業による集合住宅整備に向けた対応策、今後の方向性を検討した。 
 

（１）集合住宅関連の動向 

  １）社会環境の変化 

  ・建築費の上昇（2018年と比較して 2023年は 3割増（77.9万円/坪 ⇒ 100.3万円/坪）） 

・所得の伸び悩み 

・家賃相場は上昇していない 

  ２）一般的な民間事業の形態 

  ・ハウスメーカーなどが直接投資し整備するのではなく、オーナー（投資家）と組んで整備 

  ・オーナー（投資家）は一定の利回りが確保できる案件に投資 

（２）前回公募条件の課題 

■課題１：土地の売却価格・借地条件 

・事業者の初期投資負担が重い。 

⇒ ＷＴ全体の開発費を面積按分し、戸建用地と集合住宅用地ともに同じ土地単価とし

ているため、面積が広い集合住宅用地は121百万円と高額 

・借地料、借地期間ともに社会環境の変化に合わせた見直しが必要 
 

■課題２：事業コンセプト（子育て世代及び高齢者世帯が安心して暮らせる集合住宅）を満たす

ための費用負担・空室リスク 

・コンセプトを満たすためには、通常の集合住宅以上の費用負担が必要。 

・30％以上の戸数を高齢者世帯向けとしており、空室リスクが懸念される。 
 
 
 

   

前回公募時（2018年度）より、民間投資を呼び込むための社会環境は悪化しており、民間事業

者の一定の利回り確保、費用負担軽減が必要であることから、民間投資を呼び込むための対応策、

公募条件の見直しの検討が必要 
 

（３）民間投資を呼び込むための対応策（案） 

（１）集合住宅関連の動向、（２）前回公募条件の課題を踏まえた対応策は以下が考えられる。 

 １）事業者の支出を抑えるための見直し 

  ① 土地代の見直し 

    ・市内近傍の土地価格がＷＴ販売開始当時から下落しているため、事業用地の地価に反映 

・面積当たりのインフラ整備費を勘案し、戸建て区画よりも低めの価格に設定 

※戸建用地は各区画に１口でインフラを整備したが、集合住宅事業用地は 605坪に 1口 

  ② 高齢者の見守りサポート・共有財産を介した交流の取組を任意に変更 

    ・事業者の費用増につながるため、任意事項にして費用負担を抑える。 

  ③ 補助金の給付 

    ・事業者の参画を促すために、市が初期投資に対して補助金を給付する。（初期の１回のみ） 

社会環境の変化、前回公募条件の課題を踏まえると 
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２）事業者の収入増に向けた見直し 

  ①収入を得られる建築・延床面積を増やす。 

・ＷＴの共同駐車場の利用を可能とし、集合住宅事業地内の駐車場面積を抑える。 

・地区計画の高さ制限を緩和することで、建物階数を増やす可能性を検討する。 

  ②店舗等のテナント事業との併用  

・家賃収入増のため、住宅用途以外に１階の一部を店舗等にしてテナント事業と併用 

  ③市による一部借上げ（空室リスク低減） 

   ・空室が多い場合、市の移住政策の一環で宿泊体験用の住宅として１室を借り上げ 

 

（４）公募条件見直しの検討 

 １）市として重視する視点 

  ①事業用地活用の推進 

未利用状態の解消を目指して、条件面については民間事業者の参画可能性や市施策（人口減 

少対策など）への効果なども踏まえ見直しを行う。 

  ②ウエルネスタウンのコンセプトの維持 

戸建住宅用地の住民や、今後の販売促進に向けてウエルネスタウンの魅力が毀損しないよ

う、コンセプトが維持される内容とする。 

  ③市の財政負担の抑制（収入増・支出減） 
 
 ２）公募条件見直しの方向性（案） 

下記の方向性を原案とし、市内部でも検討を重ねた上で、事業者の参画が可能な条件を把握し、

募集要項を作成する。 

前回の主な公募条件等 公募条件見直しの方向性（案） 

・子育て世帯及び高齢者世帯を対象・交流促進の

コンセプト（高齢者の見守り等のサポート、共有

財産を介した居住者同士の交流） 

・条件としない 

・人口減対策として子育て世帯含む家族世帯用

の戸数を一定割合確保するための条件検討 

・戸建て住宅と連携した住宅サイクルが生み出さ

れる設計思想 

・条件としない 

・土地価格（売却：20万円/坪、借地：300円/月

坪・期間 62年） 

・土地価格（売却、借地）の見直しの検討 

・借地期間の見直しの検討 

・30％以上の戸数を高齢者世帯向け ・条件としない 

・原則、集合住宅以外の用途は不可 

（地区計画規程内での他用途との複合化は可） 

・原則、集合住宅とするが、他用途との複合化

が可能な点を強調 

 【新たな条件等の検討】 

・初期投資に対する支援の検討 

・共同駐車場の利用可否の検討 

・市による一部借上げの検討 

※市が重視する視点（ＷＴのコンセプトの維

持・市負担の抑制）を踏まえ、以下の点は慎

重な検討が必要 

 ・高さ制限などの地区計画の見直し 

 ・ランニングコストに対する支援 
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４．今後の進め方 

（１）官民対話による事業者が参画可能な公募条件の整理 

  集合住宅用地の活用に向けて、出来るだけ多くの事業者にアプローチしていくことが重要であ

ることから、以下の２つの手法を活用して民間事業者が参画可能な条件の把握を行い、それをも

とに公募条件の整理を行う。 
 

 １）サウンディングの実施 

   民間事業者からの意見を求めるほか、本事業について広く情報発信することなどを目的に、

サウンディングを実施する。 

実施にあたっては、国土交通省のスキームなど、見附市単体で実施するよりも、事業者への

情報発信力が高い手法を活用する。 
 

（具体的な進め方） 

① 市の基本的な方向性をもとに、事業の可能性（参画可能な条件）等に対する意見を民間事

業者に求める。 

② 必要に応じて、反応のあった民間事業者と追加で情報交換を行う。 

③ 上記の意見を踏まえ事業条件を精査し、公募条件（案）を設定 
 

２）個別に事業者等へアプローチ 

これまでの事業者ヒアリング等を踏まえると、企業が事業主体になる可能性は高くなく、

投資家が事業主体になるケースが想定され、実施可能な主体が限られるといえる。 

サウンディングと同時並行で、見附不動産協会や投資家と組んだ事業実績が多いと思われ

る事業者等へのアプローチを行い、参画可能な条件の把握を行う。 

※具体的な進め方は「１）サウンディング」と同じ 
 

（２）募集要項の作成・公募 

  （１）の官民対話をもとに、募集要項を作成し、令和８年度に事業者の再募集を行う。 
   
 

 

 

 

参考情報 戸建住宅用地販売促進の取組の進捗状況 

 ① ハウスメーカー等への販売（建売・建築条件付き） 

  ・ＧＷ後から県内ハウスメーカー等に告知のお知らせ送付 

  ・５月 19日より申込受付を開始（受付締切７月 14日） 

 ② 個人購入者向け補助金拡充 

  ・４月 14日より受付を開始 

  ・①募集と合わせて、ハウスメーカー等へ周知 


